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第1章  はじめに 

我が国において、放射性核種や放射線の利用による放射線障害を未然に防止するための基

準値は、告示「放射線を放出する同位元素の数量等を定める件」[1]の別表等に示されている。

具体的には、作業者が常時立ち入る場所における空気中の濃度限度や、放射線取扱施設から

の排気や排水中の濃度限度である。また、作業者の内部被ばく線量を評価する必要が生じた

際に、何らかの方法で評価した摂取量に乗じることで実効線量を導出するための実効線量係

数（放射性核種 1 Bq あたりの預託実効線量）も提示されている。これらの基準値は、現在、

国際放射線防護委員会（ICRP: International Commission on Radiological Protection）の 1990 年勧

告（Publ. 60）[2]を踏まえた数値となっている。一方で、ICRP は、平成 19 年に 2007 年勧告

（Publ. 103）[3]を公開した。放射線審議会では、2007 年勧告の国内法令への取り入れに関して

検討を進めており、取り入れに際しては実効線量係数や濃度限度の改正が必要となってくる。

また、取り入れ後は、防護計画の立案や事故時の対応において、2007 年勧告に準拠した方法

により内部被ばく線量を評価する必要があり、そのためのツールが求められている。 

このような動向を受けて、原子力規制庁は、平成 29 年度より開始した放射線安全規制研究

戦略的推進事業において、「内部被ばく線量評価コードの開発に関する研究」を重点テーマの

一つとして設定し、日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構という。）が提案した 4 ヶ年

計画が採択された。これにより、2007 年勧告に基づく線量評価用のモデル・データから実効

線量を計算する機能と、個人モニタリングの評価値から放射性核種の摂取量を推定する機能

を開発し、両者を統合するとともに直感的な操作を実現するグラフィカルユーザインタフェ

イス（GUI: Graphical User Interface）を整備することにより、内部被ばく線量評価コード（Internal 

Dose Calculation Code、以下「IDCC」という。）を令和 2 年度に完成させた[4–7]。この開発の

中で、当該テーマのプログラムオフィサ（PO: Program Officer）や戦略的推進事業の評価委員

会より、開発した IDCC の普及・利用促進の取組みを期待するコメントが多くあった。 

こうした状況から、令和 3 年度は、放射線対策委託費（内部被ばく線量評価コードの高度

化及び運用・普及促進）事業において、IDCC の高度化に加え、IDCC の普及や利用促進に関

する取組みとして、管理及び提供に係る体制を構築するとともに、より容易に幅広く利用し

てもらうための簡易版の開発に着手し、概念設計を実施した[8]。 

令和 4 年度からは、放射線対策委託費（内部被ばく線量評価コードの運用・普及促進）事

業として、IDCC に関する事業のうち、運用や普及促進に係る項目を実施していくこととした。

令和 4 年度は、普及促進に係る取組みを効果的に進めるため、IDCC の潜在ユーザに対しアン

ケート調査を実施するとともに、利用者のための IDCC の使い方講習会の実施内容の策定を

行った[9]。 

令和 5 年度は、令和 4 年度に実施内容を策定した講習会を試行することにより、講習会の

実施に関する課題の抽出、IDCC の開発に反映すべきニーズの把握を実施した。また、IDCC

の潜在ユーザへの周知等を目的に、放射線防護関連の学会において普及促進に係る発表を行

った。また、令和 4 年度の検討委員会において例示された周知方法[9]について調査し、実現

可能性を検討した。本報告書は、令和 5 年度事業において実施した内容を取りまとめたもの

である。 
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第2章  内部被ばく線量評価コードの運用・普及促進事業 

2.1  これまでの経緯 

2.1.1  内部被ばく線量評価コードの概要 

平成 29 年度から令和 2 年度までの戦略的推進事業で開発した内部被ばく線量評価コード

である IDCC は、以下の二つの機能を有し、これらを統合して操作する GUI を装備している

計算コードである。 

 線量係数計算機能：放射性核種の種類、摂取経路、化学形に応じた実効線量係数（放射

性核種 1 Bq あたりの預託実効線量）を計算する機能 

 核種摂取量推定機能：身体の放射能測定や排泄物のモニタリングの結果から核種の摂取

量を推定する機能 

線量係数計算機能は、設定された放射性核種の摂取条件に応じて 2007 年勧告に基づく線量

評価用のモデル・データを参照し、実効線量係数を計算し、出力するものである。核種摂取

量推定機能は、体外計測や排泄物の分析等のモニタリング結果から放射性核種の摂取量を推

定するとともに、設定された摂取条件に応じた実効線量係数を導出して推定摂取量に乗じる

ことで実効線量を推定するものである。これらの機能の妥当性については、第 1 章で述べた

戦略的推進事業費事業[4–7]やその後の放射線対策委託費事業[8, 10]の中で検証が行われた。

摂取条件やモニタリング結果の入力や結果の閲覧、出力は GUI を通じて実行可能である。さ

らに、取扱いマニュアルや例題集を作成することに加え、ユーザが IDCC を計算機に容易に

導入できるよう、Windows、MacOS 及び Linux 向けのインストーラが用意されている。 

令和 4 年度末現在、IDCC には職業被ばくに対する実効線量係数の導出に必要となるモデ

ルやデータがすべて組み込まれている状況である[9]。今後、ICRP より公衆被ばくに対するモ

デルやデータが順次公開されるが、IDCC への組込みも行われる計画である。 

2.1.2  コードの運用・普及促進に係る検討 

令和 2 年度事業[7]では、事業を統括する PO や専門家との意見交換、研究評価委員会等に

おいて、IDCC の管理・運用体制や普及促進活動について有益なコメントが得られた。IDCC

は、研究や事故時の遡及的線量評価にも利用できるよう、参照するモデルやデータの編集を

可能としている。これについて、専門的知識を有しないユーザが非現実的な条件で計算し、

その結果が流布される懸念が指摘された。これを受けて、モデルやデータの編集機能に制限

がない全機能版と、編集機能を制限して ICRP の既定条件のみに対応する機能制限版の 2 種

類が用意された。また、IDCC の提供に関して、利用許諾条件や普及促進方法等の検討が必要

であるとの指摘とともに、商用利用における対価の設定、外国為替及び外国貿易法における

非居住者への提供に係る輸出管理等についてもコメントを得た。 

令和 3 年度事業[8]では、放射線防護や内部被ばく線量評価の専門家で構成する検討委員会

を設置し、IDCC の提供に係る体制について検討した。その結果、IDCC の維持管理は、今後

ICRP から公開されるモデルやデータの IDCC への組込みや改良等が完了するまでは、原子力
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機構が担当することが適当とされた。また、提供体制については、原子力機構が開発したプ

ログラムやデータベースを公開する既存の枠組み、すなわち原子力機構が開発したコンピュ

ータプログラム及びデータベースの情報をデータベース化した PRODAS（PROgram and 

DAtabase retrieval System）登録後、一般財団法人高度情報化学技術研究機構の原子力コードセ

ンターを窓口として配付とすることとした。全機能版の提供にあたっては、利用申請者に対

し、学術論文や学会発表等の専門的な活動実績を有することを条件とし、原子力機構の IDCC

開発担当部署が確認することとした。機能制限版については、利用目的の確認のみで提供可

とした。非居住者への提供については、IDCC 開発担当部署が個別に対応することとした。 

IDCC の提供に係る対価については、利用申請者の利用目的が試験・研究の用途（以下、研

究目的という。）の場合、無償で提供することとした。ただし、利用申請者は、原子力コード

センターの窓口業務等に係る配布手数料 13,420 円（税込、令和 6 年 3 月現在）を負担する必

要がある。商用目的に関しては、原子力機構の規程に基づき、使用料等を個別に決定して徴

収したうえで提供することとした。 

普及促進に関する取組みとして、令和 3 年度事業の検討委員会で、効率的な普及促進策を

立案、実行するために潜在的なユーザ数やニーズを把握することの重要性が指摘された。ま

た、普及促進策の一つとして、IDCC の使い方講習会の開催が提案された[8]。これを受けて、

令和 4 年度事業において、IDCC へのニーズ把握を目的としたアンケート調査を実施すると

ともに、使い方講習会の内容の検討及び講義資料案の作成を実施した[9]。 

2.2  令和 5 年度の事業計画 

前節に記したこれまでの経緯を踏まえ、令和 5 年度事業において以下の項目を実施するこ

ととした。 

(1) コード利用者のための講習会の試行による普及促進における課題の抽出 

令和 4 年度事業の成果[9]に基づき、IDCC の利用者向け講習会を 1 回程度試行する。講習

会は内部被ばく線量評価法の概説とコードの使用法の二部構成とし、概説では防護量や標準

人の概念の説明を行い、使用法の説明では例題を用いた演習を実施する。また、試行により

抽出された課題を整理するとともに、コード開発に反映すべきニーズを把握する。 

(2) 潜在利用者へのコード利用の効果的な周知方法の取りまとめ 

コードの普及促進に関する発表を行い、質疑等から周知に資する知見を抽出する。 

令和 4 年度事業の検討委員会で例示された普及促進策について調査し、実現可能性を検討

する。具体的には、学会のブース展示、放射線取扱いに関する既存の講習会や大学の授業等

について調査する。 

(3) 検討委員会の設置・運営 

内部被ばく線量評価に関する知見や経験を有する研究機関及び大学等の専門家 5 名程度か

ら成る検討委員会を設置し、事業の実施方針、実績等の評価及び報告書の取りまとめについ

て審議を行う。 
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第3章  コード利用者のための講習会の試行と課題の抽出 

3.1  目的及び実施内容 

令和 3 年度事業において、IDCC の効率的かつ効果的な普及促進策として、使い方に関する

講習会の開催について検討した。この中で、放射線防護に対するユーザの理解を深め、IDCC

を正しく使用してもらうための対策として、使い方の説明に加えて内部被ばく線量評価の技

術や手法に関する講義を実施することが提案された。これを受け、令和 4 年度事業における

潜在ユーザへのアンケート調査を実施したところ、内部被ばく線量評価法の概説に強いニー

ズがあることが確認できた。そこで、講習会は内部被ばく線量評価法の概説と使い方の説明

の二部構成とすることとし、講義資料案を作成した。 

令和 5 年度事業では、講習会の実施に係る課題の抽出、及び開発に反映すべきニーズの把

握を目的に、実際に講習会を試行開催し、アンケート調査により意見募集を実施することと

した。 

3.2  講習会の試行 

3.2.1  講習会の構成 

講習会は、「講義 1 内部被ばく線量評価法」と「講義 2 IDCC の使い方」の二部構成とし

た。講習会で使用した講義資料は付録 1 に収録した。実施形態は、参加者の利便性を考慮し

てオンライン開催とした。 

(1) 講義 1 内部被ばく線量評価法 

講義 1 の構成は以下のとおりとした。 

① ICRP の放射線防護の基本的な考え方 

② 実務における内部被ばく線量評価 

③ 実効線量係数の導出方法 

④ 演習：3H（水）：HTO の吸入摂取に対する実効線量係数の導出 

①では、ICRP の基本的な考え方のうち、特に防護量という概念と、防護量は標準人に対す

る線量であって特定個人の線量評価には適用できないことを強調する内容とした。②は、実

務として被ばく評価する際の内部被ばくの特徴と、大まかな手順を説明する内容とした。③

は、IDCC が実際にどのような計算を内部で実行しているかを受講者に把握させるため、基礎

となるモデルやデータの説明と、実効線量に至るまでの手順を説明する内容とした。④は、

③で説明した手順の理解を促進させるため、実例を使って計算の流れを説明する内容とした。 

(2) 講義 2 IDCC の使い方 

講義 2 の構成は以下のとおりとした。 

① 実効線量係数の計算：実演 

② 実効線量係数の計算：演習 
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③ 核種摂取量の推定：実演 

④ 核種摂取量の推定：演習 

①では、実効線量係数計算機能を説明するため、例題を用いて、基本的な操作を説明しな

がら実際に計算を実行して示す内容とした。②は、①で説明した手順を実際に受講者に操作

させてみるための例題を示し、受講者が各自で操作する時間を設け、ひととおり操作が終わ

った後、答え合わせのように講師が手順を示す、という流れとした。③及び④は、①及び②

と同様に、核種摂取量推定機能について実演と演習を行う流れとした。 

3.2.2  実施内容 

(1) 参加者の募集 

参加者は、普及促進に関する学会発表において講習会の試行を案内した際に募集した。電

力事業者 4 名、原子力関連民間事業者 1 名、原子力機構（放射線管理に係る部署）2 名の計 7

名の参加者を得た。 

(2) IDCC 及び講義資料の事前配付 

講習会では、参加者の個々のパソコンに IDCC がインストールされている必要がある。そ

こで、参加者には、講義資料とともに IDCC 機能制限版インストーラを事前に配付すること

とした。インストーラは容量が約 75 MB あり、メール添付にて送付することができないため、

原子力機構のファイル受渡し用オンラインストレージシステム（PrimeDrive）を利用し、参加

者にダウンロードしてもらうことにより配付した。インストーラによるインストールについ

ても不具合の報告はなかった。 

(3) 開催 

講習会は、オンライン会議ツール ZOOM を利用して開催した。講師 1 名に加え、接続トラ

ブルやコメント機能を使った質問対応等を想定して補助要員 1 名を配置した。所要時間は、

内部被ばく線量評価法：1 時間、IDCC の使い方：40 分、質疑応答・意見交換：20 分であっ

た。 

3.3  アンケート調査 

3.3.1  実施 

講習会の内容や IDCC の扱いやすさ、内容等について意見を募集するため、アンケート調

査を実施した。アンケート調査では、オンライン（Google フォーム）または Microsoft Word フ

ァイルへの記入により回答を収集した。アンケート項目を以下に記す。(1)から(3)については、

4 段階での評価（4 段階評価の選択肢は、1：とても分かりやすかった、2：ほどよくわかりや

すかった、3：軽微な懸念がある、4：重大な懸念がある）と意見の記述をお願いした。 

(1) 講義 1：内部被ばく線量評価法 

1. ICRP の放射線防護の基本的な考え方 

2. 実務における内部被ばく線量評価 



 

6 

 

3. 実効線量係数の導出方法 

4. 演習 

(2) 講義 2：IDCC の使い方 

1. 実効線量係数の計算：実演 

2. 実効線量係数の計算：演習 

3. 核種摂取量の推定：実演 

4. 核種摂取量の推定：演習 

(3) IDCC について 

1. 操作のしやすさ 

2. GUI の見やすさ 

3. 内容・項目の充実度 

(4) その他、意見、感想 

3.3.2  結果 

アンケートは 6 人から回答を得た。集計結果と記述内容は以下のとおり。 

(1) 講義 1：内部被ばく線量評価法 

講義 1 に対する 4 段階評価の結果を図 3-1 に示す。内容的に大きな懸念はなく、約半数か

らよく分かったとの回答を得た。 

 

図 3-1 講義 1 に対する 4 段階評価結果 

自由記述は以下のとおり。 

 受講者が放射線管理部署や電力事業者等であれば理解できると思われる。（1、2 につい

て） 

 初学者には、レベルを下げるか、時間を割いて詳しく説明する必要がある。摂取量推定

の説明は省略せずに説明する必要がある。（1、2 について） 

 模式図があると分かりやすい。例えば、人体モデルから比吸収割合の導出について、線

源臓器から他臓器へ照射されるイメージ図等。（3 について） 

 ICRP の線量評価手順の説明の中に、IDCC が採用している計算ライブラリの説明が混じ

ると、何の説明をしているのか分かりにくい。（3 について） 
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 実効線量係数導出過程の理解のためには、ゴールから逆順に説明していく方が分かりや

すいかもしれない。（3、4 について） 

 IDCC をただ使いたいだけの人には、全体的に難しい。（全体を通して） 

(2) 講義 2：IDCC の使い方 

講義 2 に対する 4 段階評価の結果を図 3-2 に示す。懸念があるとの回答はなかった。講義

が進むにつれて、“よく分かった”の割合が増加した。 

 

 

図 3-2 講義 2 に対する 4 段階評価結果 

自由記述は以下のとおり。 

• 化学形の選択メニューが、ICRP 刊行物「放射性核種の職業上の摂取（OIR: Occupational 

Intakes of Radionuclides）」の英語表記のままであり、選択が困難。日本語で細分化するか、

別途マニュアル等で対応表を示す方がよい。（1、2 について） 

• 日時指定のカレンダー機能等、マニュアルがなくても使いやすかった。（3、4 について） 

• 測定対象として子孫核種を選択する場合があることをユーザに理解してもらう必要があ

る。（3、4 について） 

• Cs-137 のように、実際には子孫核種の放射線を測定している場合の測定対象核種の設定

方法を明確にする必要がある。ヒューマンエラーが起こりにくい工夫が必要。（3、4 につ

いて） 

(3) IDCC について 

IDCC の扱いやすさ、内容等に対する 4 段階評価の結果を図 3-3 に示す。操作のしやすさに

ついて懸念があるとの回答があった。具体的には、接種条件を指定する際に化学形の表記が 

 

図 3-3 IDCC に対する 4 段階評価結果 
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英語のみで、分かりにくいという指摘であった。 

自由記述は以下のとおり。 

• 全体的な日本語化を希望する。特に化学形について。（1、2 について） 

• マニュアルを見なくても直感的に利用できると思う。（1、2 について） 

• 条件設定、摂取量推定時のデータ入力等、計算フローに沿って上から下に順に進めてい

くので、分かりやすかった。（1 について） 

• 実際の現場では複数の核種で評価することが多いため、複数核種を同時に計算できるよ

うな機能が欲しい。（3 について） 

(4) その他、意見、感想 

• 摂取量推定における測定対象核種の設定について、間違いが起きにくい工夫が必要。 

• S 係数や放射能推移の出力など、IDCC ができることをもっと強調した方がいい。 

3.4  課題の整理 

アンケート調査の結果と令和 5 年度第 2 回検討委員会での議論を踏まえて、講習会の試行

により把握できた課題を整理した。 

3.4.1  講習会の進め方 

今回の試行では、通信負荷や参加者の心理的負担を考慮して、カメラオフで実施した。そ

のため、講師として、参加者の状況や反応を把握することが難しかった。これについて、検

討委員会では、参加人数が少数であれば、カメラオンでも通信負荷は大きくならず、参加者

の様子の把握に有効とのコメントがあった。一方で、本講習会の参加者は自主性が高いと予

想され、大学の講義等のように受け身ではないことから、カメラオンによる監視の必要性は

なさそうとのコメントがあった。そこで、参加者の状況を把握する方法として、問いかける

形式の講義にすることで、リアクションボタンによる反応等が進行度や理解度を把握する指

標となるとのコメントがあった。 

3.4.2  内部被ばく線量評価の概説の内容・レベル 

アンケート調査と検討委員会の両方において、講義資料のレベルが高く、参加者が電力事

業や放射線管理等の従事者程度の知識があれば問題はないが、初学者には何らかの対応が必

要との意見が多くあった。これについて、検討委員会において、講義 1 の内容に入る前に、

より基礎的な内容の講義（例：放射線や線量の説明）を追加することが対応策として提案さ

れた。また、講習会前に e-ラーニング等で参加者に自習してもらい、当日の冒頭で確認テス

トを実施する方法も提案された。以上のように、本題の講義を迎える前に、参加者に何らか

の方法で講義内容の理解に必要な知識をインプットする対策が必要であることが分かった。 

実効線量係数の導出方法の説明について、現状の講義資料では、基礎となるモデルやデー

タから出発して実効線量が導出されるまでのプロセスを説明しているが、ゴールとなる実効

線量から逆順で説明する方が理解しやすいのではないかとのアンケート回答があった。これ

について、検討委員会において、東京電力福島第一原子力発電所事故後の地域住民とのコミ
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ュニケーションの中で同様の意見があったとのコメントがあった。参加者が興味を持ってい

る対象から説明を始めることで、理解促進や納得感につながるとのことから、逆順で説明を

行う講義資料の作成が課題となる。 

一方で、すでに講義内容の全部または一部について理解のある参加者も想定されることか

ら、講義 1 の内容を複数のパートに分け、参加者がパートごとに受講の有無を選択できると

よいとのコメントがあった。今後、講義資料の構成について検討する必要がある。 

3.4.3  IDCC の使い方の説明 

図 3-2 で示したアンケート調査の結果からは、IDCC の使い方の説明については概ね分かり

やすいと評価されたと考えられる。また、講義が進むにつれて「よく分かった」の割合が増

加したことから、GUI の導入により IDCC の操作そのものが比較的容易であることも要因と

考えられる。一方で、英語のみの表記であると、化学形の選択に困難が生じるとして日本語

対応を求める意見があった。これについては、プログラムが参照するデータやアルゴリズム

を二重化する必要があり、対応が困難である。 

核種摂取量推定機能の演習において、Cs-137 の摂取に対するホールボディカウンタ（WBC: 

Whole Body Counter）による全身残留量の評価結果からの摂取量推定を例題としたが、このと

きのモニタリング結果の入力について課題が見つかった。Cs-137 の摂取に対して WBC で測

定した場合、実際に測定しているガンマ線は、Cs-137 の子孫核種である Ba-137m から放出さ

れたものである。そこで、演習における講師の実演では、WBC での解析結果として Ba-137m

の放射能が得られたものと想定し、図 3-4 に示すように、モニタリング結果の入力において

Ba-137m を選択するよう説明した。これは、図 3-5 に示すように、ICRP の 2007 年勧告準拠

の内部被ばく線量データベース OIR Data Viewer [11]においても、Cs-137 のモニタリング用デ

ータとして子孫核種である Ba-137m の放射能時間変化が収録されていたことに基づく。しか

しながら、参加者からは、Cs-137 の摂取について WBC で測定した場合、WBC に付属の解析

ソフトは Cs-137 の放射能として出力・表示するのが一般的で、モニタリング結果として Ba-

137m の放射能を入力することは不自然であるとの指摘があった。実際に、WBC の解析結果

として Cs-137 の放射能が出力されるのであれば、核種摂取量推定機能におけるモニタリング

結果の入力では Cs-137 を選択して結果を入力すべきである。IDCC では、摂取量推定の対象

となる核種に放射性の子孫核種がある場合、親核種も含めてすべての核種をモニタリング結

果の入力時に選択可能としており、実態として子孫核種が放出する放射能を測定するような

場合は、核種摂取量推定機能におけるモニタリング結果入力でどの核種を選択すべきかを講

義で説明したり、マニュアルに分かりやすく記載したりする等、ユーザが正しく評価できる

ようにする対策を講じる必要があることが分かった。この点は、マニュアルの改訂等、コー

ド開発に反映すべき事項である。 
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図 3-4 IDCC の核種摂取量推定機能における条件の選択画面 

 

 

図 3-5 OIR Data Viewer における Cs-137 のモニタリング用データ表示画面 
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3.4.4  IDCC の扱いやすさや内容等 

参加者からのアンケートの回答には、化学形等の表記の日本語化への要望があった。これ

については、前項で述べたとおり、プログラムの参照データやアルゴリズムを二重化する必

要があり、対応には相応のコストが必要となる。そこで、マニュアル等に、化学形等につい

て英語と日本語の対照表を用意することを今後検討する。また、3.3.2 項(4)の回答から、IDCC

が体内放射能の経時変化や放射線加重 S 係数等の実効線量導出までの途中経過についても出

力可能であることをよりアピールすることで、専門性を有する潜在ユーザへの訴求効果が期

待できることが分かった。 

3.5  まとめ 

令和 4 年度に実施方針を検討した IDCC の使い方講習会を試行し、参加者から意見募集を

行った。得られた意見を集約するとともに検討委員会で議論することにより、講習会の改善

点を抽出、整理した。具体的には、オンライン講義において参加者の状況を把握する方法と

して、問いかける形式の講義にすることや、リアクションボタンによる反応等で進行度や理

解度を把握することが提案された。また、講義の中の内部被ばく線量評価法の概説について

は、様々な知識レベルを想定した取組みを今後進める必要があることが分かった。知識レベ

ルの違いを埋め合わせる方法として、講習会前に e-ラーニング等で参加者に自習してもらい、

講習会前に確認テストを実施することや、講義を複数のパートに分けて参加者が必要に応じ

て受講する講義を選択可能とすることが提案された。 

コードの開発に反映すべき事項として、核種摂取量推定機能の利用において、評価対象核

種が放射性の子孫核種を有する場合、モニタリング結果の入力の操作において不明瞭な点が

あることから、マニュアル等で注意喚起が必要であることが把握できた。 
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第4章  潜在利用者へのコード利用の効果的な周知方法の取りまとめ 

4.1  目的及び実施内容 

令和 4 年度事業において、潜在的なユーザ数や IDCC へのニーズを把握するためのアンケ

ート調査を実施した際に、IDCC の認知を向上させることがユーザの獲得に有効であることが

示唆された。そこで、潜在ユーザに向けて IDCC を効果的に周知するため、IDCC の普及促進

に関して学会発表を行うとともに、その他の周知方法について調査した。 

4.2  コードの普及促進に関する学会発表 

発表する学会として、IDCC の潜在ユーザの多数の参加が期待される日本保健物理学会を選

択した。発表では、IDCC の紹介と使い方講習会の試行の案内を行い、講習会への参加者を募

集した。発表資料は付録 2 に収録した。発表時間中の質疑応答では、IDCC が参照する線量評

価用モデル・データの編集について質問があった。これに対し、動態モデルや内部放射線の

吸収割合に関するデータ等、全機能版についてほぼすべての数値を編集可能であると回答し

た。セッション終了後、講習会の試行に関する問合せが複数あり、講習会への参加につなげ

ることができた。 

4.3  周知方法に関する調査 

4.3.1  学会でのブース展示 

令和 4 年度の検討委員会において、周知方法の一つとして学会でのブース出展が挙げられ

た[9]。そこで、ブース展示による周知の実現可能性について調査するため、第 60 回アイソト

ープ・放射線研究発表会と日本原子力学会 2023 年秋の大会に参加し、企業展示ブースについ

て調査した。 

(1) 第 60 回アイソトープ・放射線研究発表会 

主催：公益社団法人日本アイソトープ協会 

会期：令和 5 年 7 月 5 日（水）～7 日（金） 

会場：日本科学未来館 7 階未来館ホールほか（東京都江東区） 

出展費用：150,000 円（税込） 

内容 ブースでの機器展示、幕間広告（1 スライド）、ポスター掲載、大会サイト内サイド 

バナー、2 名まで参加費無料 

調査結果： 

 当研究発表会の開催会場は、日本科学未来館か東京大学本郷キャンパスのいずれかであ

る。令和 6 年度は日本科学未来館での開催が決定されている。 

 日本科学未来館では、参加受付の目の前にポスター会場及び企業展示ブースを配置する

ことが可能で、参加者が必ず通過するように動線を工夫している。 

 参加数は 250 人程度と絶対数は多くないが、大学・研究機関だけでなく民間企業からも
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多数参加しているなど、幅広く周知することに適していると考えられる。 

(2) 日本原子力学会 2023 年秋の大会 

主催：一般社団法人日本原子力学会 

会期：令和 5 年 9 月 6 日（水）～8 日（金） 

会場：名古屋大学東山キャンパス（愛知県名古屋市） 

出展費用：100,000 円（税込、賛助会員）、150,000 円（税込、賛助会員以外） 

内容 ブースバックパネル、社名板、机、椅子、100V 電源、2 名まで参加費無料 

調査結果： 

 日本原子力学会の各支部で持ち回り開催。ブースの配置は会場に合わせてその場限りの

ものとなる。 

 本大会では受付近傍に展示ブースが設置されていたが、保健物理・環境科学系の発表会

場やポスター会場とは離れており、参加者が立ち寄りやすい配置ではなかった。 

 参加数は 1,500 人程度と多い。ただし、部会単位の数は不明。アイソトープ・放射線研究

発表会に比べて大学教員、研究機関職員の割合が非常に高い印象があった。 

(3) その他 

原子力機構から原子力学会のブースに出展していた職員より、以下の助言があった。 

 ブース来訪者に説明するためのパンフレット等配布物の準備が望ましい。 

 人を惹きつけるのにノベルティグッズは効果的である。 

 原子力機構の広報部署が、近年アウトリーチ活動に協力的なので、相談するとよい。 

 IDCC が利用するコード配付の枠組みである PRODAS（2.1.2 項参照）として出展してい

る。ここにパンフレット等を置くことは可能。 

(4) まとめ 

ブース展示は、IDCCの知名度向上に役立つと考えられる。これまで IDCCの開発について、

日本原子力学会及び日本保健物理学会において継続的に発表してきたが、アイソトープ・放

射線研究発表会では発表していないことや、民間事業者まで含めた幅広い参加者層を考慮す

ると、アイソトープ・放射線研究発表会でのブース展示が効果的と考えられる。 

4.3.2  既存の講習会や大学等の授業等への組込み 

令和 4 年度の検討委員会において候補として挙げられた講習会や、原子力機構が実施して

いる研修等における周知活動の実現可能性について調査した。 

(1) 国立大学アイソトープ総合センター会議主催の放射性同位元素等取扱施設教職員研修 

国立大学アイソトープ総合センター会議（以下、アイソトープセンター会議という。）は、

全国 20 の国立大学法人のアイソトープセンター総合センターのセンター長及び専任教員か

らなる組織であり、会員相互の緊密な連携により、放射性同位元素等の利用における教育及

び研究の発展に寄与することを目的としている。アイソトープセンター会議は、幹事校 7 校

が持ち回りで、年 1 回の教職員研修を実施している。令和 5 年度の幹事校（東北大学）に問

い合わせたところ、内部被ばく線量評価に関する講義や、IDCC を使った核種摂取量推定実習
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を研修に組み込むことは可能であろうとの回答を得た。 

(2) 短寿命 RI 供給プラットフォームでの研修 

短寿命 RI 供給プラットフォームは、研究用 RI の安定供給とその安全な取扱いのための技

術的な支援を行うことを目的とした組織体である。上記(1)について回答を得た際に紹介され

た。この中の短寿命 RI の安全な取扱いのための支援として RI 技術講習会が定期的に開催さ

れており、この講義の中に組み込むことが可能かもしれないとのことであった。 

(3) 原子力機構人材育成センターでの研修 

原子力機構人材育成センターでは、原子力に関する研究者及び技術者の養成訓練を事業と

しており、この中に放射線防護関係の業務に従事する技術者を対象とした研修コースがある。

このコースには、内部被ばく線量評価に関する講義と演習が組み込まれている。今後、2007

年勧告が国内法令に取り入れられ、放射線防護に係る実務を 2007 年勧告取り入れ後の法令に

準拠して実施することになった際には、IDCC を用いて講義と演習を実施することになるであ

ろうとのことであった。 

(4) 原子力規制庁が主催する各種研修 

検討委員会において、中核人材育成プログラムや甲状腺モニタリング研修等、原子力規制

庁が主催する種々の研修において、IDCC の紹介ができるのではないかとのコメントがあっ

た。研修に直接組み込むことは難しいが、研修終了後の短時間で PR するような取組みであれ

ば実施できるかもしれない、とのコメントがあった。そのためには、IDCC を簡潔に説明でき

る配布物の作成が必要となる。 

(5) 大学等の授業等 

検討委員会において、いくつか意見があった。学部教育においては、すでに完全に組み込

まれたカリキュラムを再構築しなければならない点や、1 コマあたり 90 分という時間的な制

約への対処、IDCC の使い方講習会で使用した講義資料の内容であれば学部学生にはハイレベ

ルであることが課題となるとのことであった。一方、修士課程向けであれば、特別講座等と

して組み込むことにより、カリキュラムや時間的な制約をクリアできる可能性がある、との

コメントがあった。 

4.4  まとめ 

潜在ユーザに IDCC を周知するため、日本保健物理学会で普及促進活動を含めた IDCC に

関する口頭発表を行った。この発表の中で講習会の試行について案内することにより、参加

者を獲得することができた。 

IDCC の周知方法に関する調査として、学会におけるブース展示の実地調査や、放射線防護

に関する様々な研修や大学での講義等について担当者への問合せを行うとともに、検討委員

会において議論した。ブース展示では、幅広い層への周知、特に民間企業にリーチしやすい

場として、アイソトープ・放射線研究発表会が候補となった。研修への組込みについても各

担当者からは前向きな回答を得ており、実現に向けて取組みを進めるべきといえる。  
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第5章  検討委員会の設置・運営 

本事業で設置した検討委員会の構成員を表 5-1 に示す。委員会は 2 回開催し、第 1 回会合

を令和 5 年 10 月 5 日に、第 2 回会合を令和 6 年 2 月 13 日にそれぞれ実施した。議事録を付

録 3 に収録した。 

表 5-1 令和 5 年度 内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会 

 氏 名 所 属 

委員長 細田 正洋 国立大学法人弘前大学大学院保健学研究科 

放射線技術科学領域 

委 員 沖 雄一 国立大学法人京都大学複合原子力科学研究所 

〃 谷 幸太郎 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学研究所 

計測・線量評価部 

〃 玉熊 佑紀 国立大学法人長崎大学放射線総合センター 

〃 吉田 浩子 国立大学法人東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープ 

センター 

幹 事 真辺 健太郎 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

安全研究センター 

事務局 室田 修平 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

安全研究センター 
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第6章  あとがき 

平成 29 年度から令和 2 年度までの戦略的推進事業における IDCC の開発において、当該事

業の PO や研究評価委員会より、開発した IDCC の普及・利用促進に関する取組みに期待する

コメントが多くあった。これを受けて、令和 3 年度より、IDCC の開発・高度化に加えて普

及・利用促進についても事業を進捗させ、IDCC の管理体制や提供の枠組みを整備するととも

に、より幅広く IDCC を利用してもらうために簡易版の開発に着手した。また、令和 4 年度

からは、IDCC の普及・利用促進に係る事業を開発事業から独立させ、効率的、効果的な IDCC

の普及のためのアンケート調査を実施し、ニーズや潜在ユーザの規模を把握した。さらに、

利用者のための講習会について検討を開始し、講習会の構成や講義資料案を作成した。 

こうした流れを受けて、令和 5 年度事業では、令和 4 年度の検討に基づき講習会を試行し、

参加者へのアンケート調査や検討委員会での議論を通じて、講習の進め方に関して有益なコ

メント、ノウハウを得ることができた。また、開発事業へ反映すべき事項として、IDCC の核

種摂取量推定機能の使用において、実質的に子孫核種の放射線をモニタリングで測定してい

る場合のモニタリング結果入力について注意喚起が必要であることが認識できた。 

令和 4 年度のアンケート調査より、コードの認知度の向上がユーザの獲得につながること

が示唆されたことから、IDCC の周知方法について調査し、その実現可能性を検討した。具体

的には、学会におけるブース展示と、放射性同位元素や放射線防護に関する種々の講習、研

修、大学の講義等への IDCC を使った講義及び実習の組込みに関する調査を実施した。ブー

ス展示に関しては、学会によってアピールできる層に違いがあることを把握した。また、講

習等への組込みに関しては、各担当者からは前向きな意見が多かった。ただし、IDCC は

ICRP2007 年勧告準拠である一方、現行法令基準値は 1990 年勧告に準拠したものであること

から、既存の講義、講習等への組込み時期についてのコメントがあった。今後も普及・利用

促進に係る取組みを継続し、講習会のブラッシュアップや周知活動の実施を進めることが望

まれる。 
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付録 1 講習会資料 

講義１：内部被ばく線量評価法 
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講義２：IDCC の使い方 
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付録 2 外部発表 

1. 外部発表 

・学会口頭発表 1 件 

室田修平, 真辺健太郎, 高橋史明, 内部被ばく線量評価コードの開発状況と講習会の試

行, 日本保健物理学会第 56 回研究発表会, 東京. 

2. 発表資料 

1.に記した発表での資料を以下に示す。 
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付録 3 検討委員会 

本事業では、検討委員会会合を 2 回開催した。以下に、各会合の議事録を示す。 
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令和 5 年 10 月 27 日 

日本原子力研究開発機構 

 

令和 5 年度第 1 回内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会議事録 

 

1.   日時 

令和 5 年 10 月 5 日（木）10 時 50 分～12 時 00 分 

 

2.   場所 

日本原子力研究開発機構東京事務所第 1 会議室（東京都千代田区）及び 

オンライン（WebEx） 

 

3.   出席者（敬称略） 

（委員長）細田正洋 

（委員）沖雄一、谷幸太郎、玉熊佑紀、吉田浩子 

（幹事）真辺健太郎 

（事務局）室田修平 

（オブザーバ）森泉純、高橋史明 

（オブザーバ・オンライン）荻野晴之、伊豆本幸恵、中嶌純也、高久侑己、喜多充 

 

4.   議題 

1) 令和 5 年度事業の計画について 

2) コード利用者のための講習会の試行について 

3) 周知方法の取りまとめについて 

4) その他 

 

5.   配付資料 

配付資料 R5 普 1-1 第 1 回検討委員会資料 

参考資料 1 内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会構成員 

参考資料 2 IDCC 講習会資料案 1_内部被ばく線量評価の概説 

参考資料 3 IDCC 講習会資料案 2_IDCC の使い方 

参考資料 4 試行版 IDCC 講習会用のアンケート案 
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6.   議事要旨 

議題毎に事務局より内容を説明し、それぞれについて以下のような質疑応答、コメント等

があった。 

 

議題 1) 令和 5 年度事業の計画について 

質問： 講習会に使うエディションは機能制限版か。 

回答： その通り。 

 

議題 2) コード利用者のための講習会の試行について 

質問： 講習会で実施予定の講義は 2 つあると思うが、それぞれ何分くらいの講義時間を予

定しているのか。  

回答： 40～50 分を想定している。講義 1 と講義 2 で半日程度の拘束時間としたい。 

コメント： 大学生や初学者に対して行なう場合、おそらく、講義 1 の内容は 90～120 分は

かかると思われる。40～50 分に講義をおさめることを優先するのであれば、講義スライ

ドをより精査し、講義資料の枚数を少なくする必要があると思われる。一方で、講義内

容を維持するのであれば、講義時間を延長してより時間をかけて講義を行なった方が、

受講者の満足度が高まると感じる。 

コメント： 内容については非常にまとまっていると感じる。一方で、想定している講義時

間では初学者に対して親切な説明が難しいと思われる。講義 1 と講義 2 を同日に実施す

るのではなく 2 日に分け、講義 1 を受講することで講義 2 の受講資格を得るといったス

テップアップ方式にすることで、講義時間の不足は解消でき、かつ、受講者側も受講の

予定を調整しやすいと感じた。 

コメント： 講義内容はとても良い印象を受けたため、この内容を削る方向は検討しなくて

良いと思う。つまり、講義時間を延ばす方向で検討するのが良いと思う。一方で、半日

で講義を終えることにも利点がある。実務従事者にとっては一日拘束されること自体が

受講するに当たってハードルとなり得るからである。半日での講習であれば 3 時間は捻

出できると思われるので 3 時間に収まる形で講義 1 と 2 を実施するのが良いと思う。 

コメント： 非常に良くまとまっている。初学者にとっては内容が充実していると思うが項

目について考慮すると内容を削るのは難しいと思うため、講義時間を延ばす方向が良い

と思う。 

コメント： 内容については重要なことが網羅されているため、時間をかけて実施すること

が望ましいと感じる。現状、講義 1 と講義 2 に分かれているが、講義の分け方や休憩の

はさみ方を工夫することで、基礎から徐々に入ってきやすい講習会となると感じる。一

例として、基礎知識を「放射線防護の基礎」や「内部被ばく線量評価の基礎」といった

30 分程度の座学によって実施し、その後、線量計算の実学的内容について時間をかけて

講義し、実習に移る。これを 60 分くらいで実施する。この例の場合、大学での展開も可
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能である。保健学科のような放射線防護の基礎について初学者ではない受講者について

は、基礎知識の座学を飛ばして実学的内容から参加してもらうことが出来る。このよう

に、講義は時間をコンパクトにし、かつ、内容はしっかりと網羅することが肝要である。

シラバスのようなものを作成するのも手段に 1 つである。 

コメント： 講義の初めに、本事業の目的を明示するとともに、なぜ講義を実施するのか、

なぜ無料で IDCC を配付しているのかについて述べるべきである。 

コメント： 講習会の試行について、保健物理学会の若手研究会や学友会に対して講義を実

施する事を提案する。学友会のメンバーであればプロフェッショナルではないが放射線

防護に関心のある人材であるため、参加のハードルが低いと思われる。保健物理学会の

プログラムを見ると、1 日目は午後に 3 時間ほど空きがあることから、学友会や若手研

究会の実行委員会に働きかければ講義が可能かもしれないと感じる。このように学会を

活用しつつ、若手の部会に働きかけて講習会を実施する方法は 1 つの手なのではないか

と考える。 

コメント： 今回、講習を受けても IDCC がもらえるわけではないことから、受講者側は完

全に協力ベースとなる点が不利に働いている。そこで、試行講習会の受講者に何らかの

特典を付与すると良いと感じる。例えば、試行講習会を受講した場合は IDCC が公開さ

れた際、再度講習を受けずに済むなどが考えられる。現状、潜在的な受講者は、IDCC の

公開後に受講すれば良い、という心理になると思う。 

質問： 本アンケート案は IDCC 公開後の講習会においても使用するものか？ 

回答： 試行講習会でのみ使用するものである。 

コメント： アンケートの質問文が適切なものかは、講習会を受けてみないことには分から

ない。 

質問： Google form でアンケートを行なうと聞いているが、選択肢は記入式なのか。 

回答： 選択式とする予定。  

コメント： 記入式だった場合、摘要を毎回戻って確認する必要があるため、選択式の方が

適当であると感じた。 

コメント： 講義 1 についてのアンケートは不要なのではないか。 

コメント： 講習会として成立しているのかの確認には講義 1 に関する質問も必要と感じ

る。 

コメント： 回答者の属性について尋ねる質問欄を設けるべきと思う。その際、経験年数に

ついても集計することが望ましいと思う。 

コメント： 講義の段階から、最後に実施するアンケートに答えやすいような運びになるよ

う工夫すると良いと感じる。 

コメント： 記入欄はまとめとして配置した方が回答者の負担は軽減される。記入欄を各設

問に付けることで情報は収集しやすくなるが、回答者には回答しなくてはならないとい
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う義務感が生じてしまうため負担となると感じる。 

質問： 本アンケートは同じ内容のものを紙媒体と Google form の 2 つで実施するのか。講

義の内容を考慮した結果、回答欄が細かい内容となっているのか。 

回答： 紙の解答用紙については、講義前に配付し、受講しながらアンケートの回答に必要

な情報を書き留めていただくことを想定しているため、紙媒体と Google form は同じ内容

にする予定である。記述欄が多く回答の負担が多いのでその点は改善する。 

コメント： アンケート用紙の 3 ページ目が細かすぎるのでより大きい括りにした方が良

い。 

コメント： アンケートの 3 ページ目の改善案だが、改善してほしい枠について選択式で回

答してもらい、選択欄にチェックした場合は記述欄が表示されるようにしてはどうか。 

コメント： もともと協力ベースの受講者に行なうアンケートなので、ある程度予備知識が

ある受講者に対しては細かく尋ねる方式でも問題ないのかもしれない。ただ、一般向け

ではない。 

コメント： アンケートの回答時間はどれくらいを想定しているか。どれくらいの時間を割

くのかによって内容を精査すべきと思う。 

 

議題 3) 周知方法の取りまとめについて 

コメント： 大学の講義は、学部の授業は 1 コマ 90 分で限られてしまう。大学院の授業に

おいても共通科目は 90 分と決まっている。一方で、大学院の選択科目になると担当教員

の裁量の幅が大きく、自由度が高い。実際、研究室の論文輪講ゼミに置き換えたり、集

中講義の形式にしたり出来る。保健物理学会の関係者の中で、大学院の講座を持ってい

る方を調査することを勧める。 

コメント： 大学の講義では web 版を用いることになる。また、講義内容が充実しているの

で、時間を引き延ばすことは容易であり、授業化しやすいといえる。また、オムニバス

形式の授業で紹介することも可能となる。このことから、大学への展開は web 版が公開

されてからでも良いかと思う。 

コメント： 普及が目的であるならば、必ずしも講習会の形式を取る必要はない。最適な手

段を講じることが重要だと感じる。 

質問： 今後、大学での講義を講習会と位置付けて講義を受講した学生に機能制限版を配付

する事は考えているか。 

回答： その予定である。 

コメント： 講義 1 については大学側で講義可能だが、講義 2 の内容は JAEA が講義する必

要があると感じる。その際、規制庁との契約条件も留意すべきである。 

回答： JAEA には出張講義制度があるため、大学側がこれに申し込む形となる。日程等は

大学側の要求に応じることが可能である。 
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質問： 旅費の負担は大学側となるのか。JAEA から訪問する講師と大学は非常勤講師契約

を結ぶ必要があるのか。それとも科目責任者と JEA の間での書類のやりとりで問題ない

のか。 

回答： 人事上の手続きはなかったと記憶している。広報部のホームページに案内がある。

旅費に関しては分からないが、謝金等は発生しないと思われる。 

コメント： 大学によっては非常勤講師を削減する動きがあるため、旅費の負担者次第では

出張講義が難しくなる場合がある。講演会などを設定し、そのついでに講習会を実施し

ていただくことは可能とは思われるが継続性には欠けると感じる。 

コメント： IDCC に関してはいくつかの学会にて発表をしているが、さらに保健物理学会

の会誌に IDCC を紹介する文章を投稿してはどうか。 

コメント： 「レポート」記事ではなく「話題」記事として保健物理学会誌に投稿すること

を勧める。今後、成果をまとめて論文として投稿する場合、二重投稿を気にしなくて良

い点も利点である。あくまで広報として、和文の読み物を投稿していただきたい。 

回答： 二重投稿にはならないようにデータの組込み等を行なう予定である。成果をまとめ

ることは視野に入れている。和文の読み物は読まれやすいと思うので是非検討したい。 

 

議題 4) その他 

事務局より、本検討委員会の総括と 2 回目の審議までの期間にメールベースでのアンケー

ト案の改良版確認への協力依頼、議事録の確認依頼について連絡があった。 

 

以上 
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令和 6 年 3 月 15 日 

日本原子力研究開発機構 

 

令和 5 年度第 2 回内部被ばく線量評価コードの普及に関する検討委員会議事録 

 

1.   日時 

令和 6 年 2 月 13 日（木）10 時 45 分～12 時 30 分 

 

2.   場所 

TKP 秋葉原カンファレンスセンター カンファレンスルーム 9B 

東京都千代田区外神田 1－1－8 東芝万世橋ビル 9 階 

及びオンライン（WebEx） 

 

3.   出席者（敬称略） 

（委員長）細田正洋 

（委員）沖雄一、谷幸太郎、玉熊佑紀、吉田浩子 

（幹事）真辺健太郎 

（事務局）室田修平 

（オブザーバ）森泉純、辰巳秀爾、鈴木亜紀子、高橋史明 

（オブザーバ・オンライン）荻野晴之、伊豆本幸恵、高久侑己、喜多充、寺西功一、 

猪又智裕 

 

4.   議題 

1) コード利用者のための講習会の試行について 

2) 周知方法のとりまとめについて 

3) その他 

 

5.   配付資料 

資料 R5 開 2-1 第 1 回検討委員会議事録案 

資料 R5 開 2-2 第 2 回検討委員会説明資料 

別添資料 1  講習会概説資料 

別添資料 2  講習会演習資料 

別添資料 3  講習会アンケート 

 

  



 

付-49 

 

6.   議事要旨 

議題毎に事務局より内容を説明し、それぞれについて以下のような質疑応答、コメント等

があった。 

議題 1) コード利用者のための講習会の試行について 

コメント：講義資料の内容は非常に良くまとめられている。実効線量係数の導出を扱う部分

の難易度は高めだが、基本に従った手順を順序立てて解説している資料は貴重であること

から、該当部分については削除すべきではないと考える。 

コメント：当初の計画では半日程度の講義時間を想定していたが、試行した講習会は 2 時間

程度で収められている。そこで、講習会開始前の 30 分程度で、初学者にとって導入となる

講義の追加を提案する。ただし、その内容については別途議論する必要がある。 

コメント：初学者という表現があるが、初学者にはどのような知識レベルの参加者を含める

のかを明確にすべきである。 

コメント：初学者には例えば、放射線に対する物理的な知識はあるが線量評価の知識がない

人物、線量評価に関する知識はあるが線量評価の経験がない人物というように知識レベル

の幅がある。また、実務的に線量評価ができれば良いと考える参加者と線量評価の研究を

これから行なう予定がある参加者では、求める講義内容が異なる。そのため、様々なレベ

ルの初学者が参加する講習会で画一的な講義を行なっても全てのニーズに対応することは

できない。ただし、講義資料は必要なことが全て盛り込んであり、非常に良くまとまって

いるため、参加者のレベルを鑑みて、講師が内容の説明量を調整することで対応すること

が可能であると感じる。あるいはレベル別に参加者を募り、レベルに応じて説明の濃淡を

付けることで対応すると良いかと思う。このような方法を取れば、既存の説明資料を流用

できる。 

コメント：講義資料は比較的詳しい内容であり、大学院での講義と同程度の難易度となって

いる。そのため、講習会前の導入の際に、被ばく線量の考え方や内部被ばく線量評価の大

まかな流れを、学部での講義と同程度の難易度で紹介することが望ましい。特に参加者が

学生の場合、単語自体は知っていても、意味を深く理解していないことも多いため、理解

が不足している部分を補完できるような導入があると良い。 

コメント：講義資料の難易度は大学院レベルであり、学部レベルの基礎教育を前提とした内

容となっていることから、異分野の出身者にとっては障壁が大きいと感じる。学部レベル

の基礎的な内容の導入が望まれる。 

コメント：内部被ばくとは何か、外部被ばくと内部被ばくの違い、被ばくとはどういう現象

のことであるのか、といった初歩的な内容を大学の講義で扱うことはあるが、本講義資料

のように詳しい内容は扱わない。 

コメント：今回の講習会の試行に参加された方々は専門分野等の違いから線量評価に関する
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知識レベルに差があると感じる。つまり、参加者のレベルが幅広い分布を示しており、課

題抽出という目的達成のためには良い条件だったのではないかと感じる。 

コメント：ゴールから逆順に説明した方が分かりやすいかもしれないとの意見があるが、1F

事故時の住民への説明の場においても同様の意見が確認されており、注目に値する。1F 事

故の際、住民側は被ばくについての説明に高い関心があり、それ以外の情報には興味を持

っていなかった一方で、説明側は放射線とは何かといった基礎的な物理現象の解説から細

かく説明していたため、住民側は自身の求める情報を明確に入手できず、納得感が低い状

況となっていた。このことから、講義内容をパートごとに区切り、受講したい部分だけ受

講していただくというスタイルも再度検討しても良いかもしれない。総じて、今回の講習

会の試行は素晴らしいトライアルであったと感じる。 

コメント：初学者のレベルについての議論となっているが、実際のところ、本講習会に参加

する初学者は多くないのではないかと考える。そのため、初学者へ対応するための内容を

講義資料に加筆するのではなく、初心者用の追加資料を別途用意することが望ましいと考

える。初学者用資料があれば、希望者がいた場合にのみ導入講義を行なう方式が採用でき

るほか、事前にこれを配付し、講習会開始前に不明点について回答する時間を設ける方式

も採用できる。あるいは初学者用に別途コースを設け、講義内容の調整をする方法もある。 

コメント：本講習会の参加対象者をどこまで広げるかは考慮すべき事項である。そして、対

象者の背景に合わせた講義内容をいくつか用意しておくという方法も良いと感じる。 

コメント：大学の講義などで実践している方法として、e-ラーニングの活用がある。基礎的な

内容の e-ラーニング教材を講義前に配付し、参加者に予習をしていただくという形で使用

している。また、内閣府が主導する中核人材育成研修においては、研修の始め 10 分程度で

択一式の確認テストを実施している。 

コメント：ここまでの議論を総括する。基礎的な内容については e-ラーニング教材を用いて、

参加者が予め学習してできる機会を設ける。そして事前学習で分からなかった点は講習会

で確認できるように、講習会の始めに事前学習内容の復習の場を設ける。これによって、

講義中に参加者が無反応となる事態を回避できる。あるいはアンケートフォーム等を用い

た確認テストを実施することで、参加者の理解度を把握することも可能である。このよう

にして講習会開始前に参加者の知識レベルを一定以上に調整する。講習会の内容について

は、参加者が各々のレベルに合わせた受講ができるように、1 つの講義パートを短くし、フ

レキシブルに選択可能な体制を構築する。講義資料については、参加者がいつでも復習で

きるようにオンライン資料を用意する。上記のような内容を反映する余地があると思われ

る。 

コメント：大学等の組織が職員を教育する目的で実施している e-ラーニング教材は参考にな

ると感じる。80 点以上が合格となるが、合格するまでは何回でもテストを受けられる。ま

た、各パートは 10 分程度で学習できるため、都合の良い時間に取り組むことができる。こ

ういったシステムを利用する方法もあると感じる。 

コメント：コロナ禍以降、大学での講義には幅広くオンライン講義が取入れられているが、
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参加者側の様子を把握することは難しい。カメラで参加者を確認するという方法はある。 

質問：今回の講習会の試行では参加者側のカメラは付けなかったのか。 

回答：他の講習会やセミナーに倣い、カメラは付けずに進行した。 

コメント：大学の講義等、ある程度強制的に参加させられる場合はカメラ等による監視も必

要となるが、本講習会のように参加者の自主性が高いと予想される場合、カメラ等による

監視の必然性はないかもしれない。 

コメント：今回のように参加者が少人数である場合はカメラを付けても通信が不安定になる

ことは少ないため、参加者の様子を知る手段としては有効であると考える。 

コメント：参加者に問いかける形式の講義にすれば、一部の参加者はリアクションボタン等

で反応する場合が多いため、進行度や理解度を把握する指標となる。ただし、問いかけか

ら反応が返ってくるまでの時間管理にはある程度の慣れが必要である。 

質問：外国人や留学生が講習会に参加する場合は、対応できるのか。 

回答：現時点で準備はないが、ニーズがあれば準備を検討する。まずは講習会そのものを洗

練させることを優先したいと考えている。 

コメント： 本講習会の対象者を国内までとするのか、国外も含めるのかによって対応が変わ

るといえる。 

コメント：今回の講習会の試行への参加者はボランティアであったが、集められる人数には

限界があるため、謝礼を支払ったうえで参加していただく形式を取った方が参加者を増や

せたかもしれない。 

コメント：とある事業で謝礼として金券を用いたことがある。現金よりは渡しやすく、受け

取ってもらいやすいので、金券のようなプリペイドカードは謝礼の一つの形態として有効

であると考える。 

コメント：例えば、Cs-137 の摂取量推定については、ホールボディカウンタで実際に測定し

ている放射線が Cs-137 の子孫核種である Ba-137m であるため、どのようにデータを入力す

るべきか明確にする必要がある。実際は Cs-137 の子孫核種の Ba-137m が 662 keV のγ線を

放出するが、実務上は Cs-137 が 662 KeV のγ線を放出すると認識されている場合が多い。

ただ、主要な核種の中では他に類似した状況を有する核種はないと思われる。 

コメント：Cs-137 は注目度が高い核種であるため、講義資料に壊変図を入れ、Ba-137m との

関係性を説明する形でも良いかもしれない。 

 

議題 2) 周知方法のとりまとめについて 

コメント：原子力規制庁が実施している人材育成や研修の場で、参加者に対し PR する時間が

確保できるように原子力規制庁内で調整していただければ効果的な普及促進につながると

考える。 

コメント：例えば、甲状腺モニタリング研修では線量評価はカリキュラム外だが、参加者の

中には、モニタリング時の判断の根拠となっている線量評価を学びたい人材がいると思わ
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れるため、PR の場としては適切であると感じる。 

コメント：原子力規制庁事業の研修を主催する側も、講演者を探している場合があることか

ら、原子力規制庁側が本事業で開発している IDCC の説明の機会を取り計らうことが望ま

しい。こうすることで、幅広い背景やニーズを有する人材へ IDCC を周知することができ

ると考える。 

コメント：緊急時モニタリング研修などもあるが、空間線量率の測定までが研修内容である。

理由としては OIL 判断の方法を学ぶことが研修の目的であるからであり、スクリーニング

の次のステップである線量評価は専門的な知識が要求されることから、研修内容に含まれ

ていない。一方で、スクリーニングの次のステップとして何が行なわれるのかを参加者が

知ることは、研修の意義や全体の中の位置づけを把握する助けとなるため有意義である。 

コメント：中核人材育成プログラムや甲状腺モニタリング研修は、原子力災害が生じた際に

対応する方々のための研修であり、参加者が実際に線量評価を担当することはないだろう。

一方で、これら研修の参加者が測定した数値を使って、最終的には専門家が線量評価をし

ているという大きな流れを共有し、各参加者が緊急時における自身の位置づけを自覚でき

る環境は用意すべきである。 

コメント：事故後にどのようにして線量評価体制を構築するかといった全体像はそもそも検

討段階であるため、緊急時対応の担当者に明確な全体像を共有することはできないが、各

担当者にどのようなステークホルダーがいるのか周知することは重要である。 

コメント：実際に IDCC の周知活動を研修内で行なう場合は、高度被ばく医療支援センター

の研修部会等での議論、承認を経る必要があると記憶している。 

コメント：長期的に研修に組み込む場合は研修部会での議論が必要となるが、周知活動自体

は IDCC の公開に伴う一時的なもので十分であると思うので、特例的に研修内で PR する形

式の方が関係者の負担が少なく実現性が高いと感じる。 

コメント：講義資料をテキストに組み込む場合は、研修部会による承認が必要だが、実習内

容はある程度センターの裁量で決定可能なので、各センターに直接相談することで IDCC

の周知活動を実習内で行うことは可能かもしれない。 

コメント：講義や実習の前に、新しい計算コードとして IDCC を紹介し、幅広い人材に知っ

ていただく必要がある。この時、原子力規制庁事業の研修等であれば、原子力規制庁側か

ら招いてもらうことで周知活動がしやすくなると感じる。そして周知活動の結果、IDCC に

興味を持ってもらえた段階で、講義や実習を実施する形がスマートであると感じる。 

質問：IDCC は 1990 年勧告に準拠した計算は可能か。 

回答：全機能版及び機能制限版は可能だが簡易版は 2007 年勧告準拠の算出のみである。 

コメント：現行法令と基づくデータが異なる点はしっかりとアナウンスする必要がある。 

コメント：IDCC の周知のための講演を行なうとすれば、原子力規制庁事業の既存の研修に組

み込むのではなく、既存の研修事業とは切り分けて実施すべき。既存の研修終了後の時間
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外に、IDCC 側からのお願いとして紹介の時間を作ってもらうのはどうか。既存の研修内に

他の事業内容が入ってしまう点は予算の切り分けといった観点から実現性が低いと感じる。 

コメント：周知するだけならば、JAEA から講師を招待しなくとも、原子力規制庁事業の研修

の講師が研修内で軽く触れるといった方法も可能である。JAEA で 1 枚程度の紹介用資料

を用意し、講師は講師自身の判断で IDCC の紹介を研修内で行なうか判断する形ならば、

予算上の障壁も突破できるのではないかと考える。特にホールボディカウンタ実習は線量

評価につながる内容が多く、IDCC に興味を持つ参加者が多いと思われる。 

 

議題 3) その他 

事務局より、メールによる議事録の確認及び承認、報告書の確認について依頼する旨の連

絡があった。 

 

以上 

 


